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〔第１回会合〕SDGｓ推進本部設置
総理を本部長、官房長官・外務大臣を副本部長、全閣僚を構成員とするSDGｓ推進本部設置2016年5月

12月

2017年6月

12月

2015年

2018年6月

12月

〔第２回会合〕『SDGｓ実施指針』決定

〔第３回会合〕『ジャパンSDGｓアワード』創設

〔第４回会合〕『SDGｓアクションプラン２０１８』 決定
第１回「ジャパンSDGｓアワード」の実施

〔第５回会合〕『拡大版SDGｓアクションプラン２０１８』決定
〔第６回会合〕『SDGｓアクションプラン２０１９』 決定

第２回「ジャパンSDGｓアワード」の実施

2019年６月

2030年までにSDGｓを達成

12月

2020年以降

◆一層の普及・啓発活動を通じて、全国津々浦々までSDGｓの認知度を上げる。
◆SDGｓを具体的な行動に移す企業・地方を、政府の各種ツールを活用して後押し。
◆官民のベストプラクティスを通じて得られたSDGｓ推進の理念・手法・技術を、国内外に積極展開。

SDGｓが創出する市場・雇用を取り込みつつ、国内外のSDGｓを同時に達成し、日本経済の持続的な成長につなげていく。

これら取組・発信を通じて・・・

SDGｓ実施に関する国内基盤の整備と政府の具体的取組と今後の発信・展開

〔第７回会合〕『拡大版SDGｓアクションプラン２０１９』決定

〔第８回会合〕 『SDGｓ実施指針改定版』 決定
『SDGｓアクションプラン２０２０』 決定
第３回『ジャパンSDGｓアワード』の実施

（参考）第８回ＳＤＧｓ推進本部会合
安倍総理発言（抄）（令和元年12月20日）

「地方の未来なくして、日本の未来なし。
ＳＤＧｓを原動力とした地方創生の
旗を引き続き高く掲げ、地方経済を支
える中小企業によるＳＤＧｓの取組を
更に後押しし、ＳＤＧｓの活力を全
国津々浦々に行き渡らせることが大切
です。」
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「ＳＤＧｓ実施指針改定版」における地方自治体の役割

５ 今後の推進体制
（3）主なステークホルダーの役割

～（中略）～
コ 地方自治体

国内において「誰一人取り残されない」社会を実現するためには、広く日本全国に SDGsを浸透させる必要がある。そのためには、地
方自治体及びその地域で活動するステークホルダーによる積極的な取組が不可欠であり、一層の浸透・主流化を図ることが期待される。
現在、日本国内の地域においては、人口減少、地域経済の縮小等の課題を抱えており、地方自治体における SDGs 達成へ向けた
取組は、まさにこうした地域課題の解決に資するものであり、SDGs を原動力とした地方創生を推進することが期待されている。

地方自治体は、SDGs 達成へ向けた取組をさらに加速化させるとともに、各地域の優良事例を国内外に一層積極的に発信、共有
していくことが期待されている。具体的には、「SDGｓ日本モデル」宣言や「SDGｓ全国フォーラム」等のように、全国の地方自治体が
自発的に SDGsを原動力とした地方創生を主導する旨の宣言等を行うとともに、国際的・全国的なイベントを開催する等により、海外
や、全国又は地域ブロック、若しくは共通の地域課題解決を目指す地方自治体間等での連携がなされ、相互の取組の共有等により、
より一層、SDGs 達成へ向けた取組が行われることが期待される。また、今後は、より多くの地方自治体において、更なる SDGs の浸
透を目指し、多様なステークホルダーに対してアプローチすることが期待されている。

地方自治体においては、体制づくりとして、部局を横断する推進組織の設置、執行体制の整備を推進すること、各種計画への反映と
して、様々な計画に SDGs の要素を反映すること、進捗を管理するガバナンス手法を確立すること、情報発信と成果の共有として、
SDGs の取組を的確に測定すること、さらに、国内外を問わないステークホルダーとの連携を推進すること、ローカル指標の設定等を行う
ことが期待されている。また、地域レベルの官、民、マルチステークホルダー連携の枠組の構築等を通じて、官民連携による地域課題の解
決を一層推進させることが期待されている。さらに、「地方創生 SDGs 金融」を通じた自律的好循環を形成するために、地域事業者
等を対象にした登録・認証制度の構築等を目指すことが期待されている。

ＳＤＧｓ実施指針改定版（令和元年12月20日一部改訂）抜粋

～（後略）～
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『SDGｓアクションプラン２０２０』のポイント 3



第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」における地方創生ＳＤＧｓの位置づけ 4



【横断的な目標２】
新しい時代の流れを力にする

〇地方創生SDGsの実現などの持続可能なまちづくり
～（中略）～
・持続可能なまちづくりや地域活性化に向けて取組を推進するに当たって、SDGsの理念に沿って進めることにより、政策全体の全体最適化、地域課
題解決の加速化という相乗効果が期待でき、地方創生の取組の一層の充実・深化につなげることができる。このため、SDGsを原動力とした地方
創生を推進する。
～（中略）～
・このため、地方創生に向けた日本のSDGsモデルを国内外に発信するとともに、引き続き、SDGs未来都市の選定や、経済・社会・環境の三側面
が統合し、相乗効果と自律的好循環を生み出すモデル事業の形成への支援を行う。また、地方公共団体のみならず、民間企業、金融機関などの
多様なステークホルダーによる官民連携プラットフォームの取組を一層活発化させるとともに、地域における資金の還流と再投資を生み出すため、地
方公共団体による地域事業者等を対象にした登録・認証制度の展開、地域金融機関等に対する表彰制度、地域金融機関等と大学等との連
携による産業シーズやイノベーションの創出や、様々なステークホルダーによる事業の取組に対する評価手法等の構築など、金融面における地方創
生SDGsを推進する。

第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」における地方創生ＳＤＧｓの位置づけ

ⅰ．地方創生SDGsの普及促進活動の展開 ⅱ．地方公共団体によるSDGs達成のためのモデル事例の形成

ⅲ．「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」を通じた民間参画の促進 ⅳ．地方創生SDGs金融の推進

地方創生SDGsに取り組む地域事業者とその取組に対して積極的に
支援を行う地域金融機関を地方公共団体がつなぎ、地域における資
金の還流と再投資を生み出し、全てのステークホルダーが関わる「地方
創生SDGs金融」を通じた自律的好循環の形成を目指す。このため、
地方創生SDGsに取り組む地域事業者等を対象にした登録・認証
制度の展開、地域金融機関等に対する表彰制度や、様々なステー
クホルダーによる事業の取組に対する評価手法等の構築を目指す。

官民連携による地域課題の解決をより一層推進するため、全国各地の地域
レベルにおける官民連携を促進するとともに、地方創生SDGsの達成に向けた
サステナブル・ツーリズム（持続可能な観光）の取組事例についても国内外
への発信等を推進する。地方創生SDGsの達成に向けたサステナブル・ツーリ
ズムの取組について、国連世界観光機関（UNWTO）等とも連携しながら
先進事例を創出する。

「環境未来都市」構想を引き続き推進するとともに、優れたSDGsの
取組を提案する都市・地域を新しい時代の流れを踏まえ、引き続き
「SDGs未来都市」として選定、その中で特に先導的な取組を「自治
体SDGsモデル事業」として選定、資金的支援を行うとともに、既に選
定した都市も含め、関係省庁により強力に支援し、モデル事例を形成
する。

都市間ネットワークの形成を支援し、地方創生に向けた日本のSDGs
モデルを国内外に発信するため、国際的なフォーラムの開催や国際会
議などの機会を活用する。あわせて、地方公共団体へのより一層の普
及展開活動を行うとともに、地方公共団体によるSDGsの取組状況を
調査するためアンケートを実施する。
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【使用データ】：地方公共団体向け「SDGsに関する全国アンケート調査」等
（年度）

２０２０～２０２４年度
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現在推進している

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】
■SDGs未来都市選定数

累計210都市
（60都市（既存）＋30都市×5年）
■官民連携マッチング件数

累計1000件
■地方創生SDGs金融に取組む
地方公共団体

累計100団体

第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」における地方創生ＳＤＧｓのＫＰＩ

2020 2021 2022 2023 2024

※グラフの％は全国の都道府県・市区町村数
（1788）に対する割合
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※調査実施主体：自治体SDGｓ推進評価・調査検討会、調査時期：2019年10月1日～11月29日
※対象自治体数：1788自治体（都道府県・市区町村）、回答自治体数：1237自治体（内訳：46都道府県、1191市区町村）、回答率：69.1%

 回答した自治体の９割以上がSDGｓの意義を認
知している。

SDGｓについてどの程度ご存知ですか？ SDGｓ達成に向けて取り組みを推進されていますか？

 SDGｓに関する認知度が向上している中、SDGｓ
達成に向けた、より一層の取組の推進が期待される。

令和元年度SDGｓに関する全国アンケート調査（自治体向け）結果（抄） 7

（総回答数Ｎ＝1,237）



○中長期を見通した持続可能なまちづくりのため、地方創生に資する、地方自治体によるSDGｓの達成に向けた取組を推
進していくことが重要。

○SDGｓ推進本部会合における安倍総理指示を踏まえ、地方創生分野における日本の「SDGｓモデル」を構築していく。
○地方創生分野における日本の「SDGｓモデル」の構築に向け、引き続き、自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた
取組を提案する都市を「ＳＤＧｓ未来都市」として選定。また、特に先導的な取組を「自治体ＳＤＧｓモデル事業」とし
て選定する。
※令和2年度において、「SDGs未来都市」33都市、「自治体SDGsモデル事業」10事業を選定。
これまで3カ年で「SDGs未来都市」93都市、「自治体SDGsモデル事業」30事業を選定。

○今後、これらの取組を支援するとともに、成功事例の普及展開等を行い、地方創生の深化につなげていく。

概要

SDGｓ未来都市

成
功
事
例
の
普
及
展
開

自治体SDGｓ推進関係省庁タスクフォースによる省庁横断的な支援（計画策定・事業実施等）

自治体SDGｓモデル事業（10）

持続可能なまちづくり

SDGｓの理念に沿った基本的・
総合的取組を推進しようとする都
市・地域の中から、特に、経済・社
会・環境の三側面における新しい
価値創出を通して持続可能な開
発を実現するポテンシャルが高い
都市・地域として選定

SDGｓ未来都市の中で実施予定
の先導的な取組として選定
地方公共団体によるSDGｓの基本
的・総合的取組の中でも特に注力
的に実施する事業であり、SDGｓ
の理念に沿った統合的取組により、
経済・社会・環境の三側面における
新しい価値創出を通して持続可能
な開発を実現するポテンシャルが高
い先導的な取組であって、多様な
ステークホルダーとの連携を通し、
地域における自律的好循環が見込
める事業

ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業について

①経済・社会・環境の三側面の統合的
取組による相乗効果の創出

②多様なステークホルダーとの連携

③自律的好循環の構築

上限３千万円／都市
定額補助 上限２千万円

定率補助（1/2）上限１千万円

地方創生推進交付金の、申請事業数
上限の枠外として、１事業追加可能
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2018年度～2020年度ＳＤＧｓ未来都市等選定都市所在地

関東地方

北陸・中部地方

近畿地方

出典：国土地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/）の白地図をもとに作成

橙色：2020年度
緑色：2019年度
青色：2018年度
※県が選定されている場合は県全域を着色

北海道下川町

北海道ニセコ町

北海道札幌市

北海道

秋田県仙北市

宮城県東松島市山形県飯豊町

徳島県上勝町

広島県

岡山県真庭市 岡山県岡山市

山口県宇部市
福岡県北九州市

長崎県壱岐市

熊本県小国町

岩手県陸前高田市

福島県郡山市

鳥取県智頭町
岡山県西粟倉村

鳥取県日南町

福岡県福津市
福岡県大牟田市

熊本県熊本市

鹿児島県大崎町

岩手県岩手町

宮城県石巻市

宮城県仙台市

山形県鶴岡市

岡山県倉敷市

香川県三豊市
高知県土佐町

愛媛県松山市 広島県東広島市

長崎県対馬市
福岡県宗像市

熊本県水俣市

鹿児島県鹿児島市

奈良県十津川村

大阪府堺市
奈良県広陵町

奈良県生駒市

奈良県三郷町

和歌山県和歌山市

滋賀県

京都府舞鶴市 滋賀県湖南市

大阪府富田林市

大阪府・大阪市

京都府亀岡市

大阪府豊中市
兵庫県明石市

茨城県つくば市

神奈川県鎌倉市

神奈川県横浜市

神奈川県

栃木県宇都宮市
群馬県みなかみ町

埼玉県さいたま市

東京都日野市
神奈川県川崎市

神奈川県小田原市

埼玉県春日部市

東京都豊島区

神奈川県相模原市

静岡県静岡市

静岡県浜松市

長野県

愛知県豊田市三重県志摩市

石川県珠洲市

富山県富山市

石川県白山市

新潟県見附市

富山県

富山県南砺市石川県小松市

福井県鯖江市

愛知県名古屋市

愛知県豊橋市

愛知県

長野県大町市
石川県加賀市

石川県能美市

石川県金沢市

岐阜県
三重県いなべ市

三重県

愛知県岡崎市

静岡県掛川市

静岡県富士市

沖縄県恩納村

鹿児島県徳之島町

沖縄県石垣市
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2018年度～2020年度ＳＤＧｓ未来都市等選定都市一覧

2018年選定(全29都市) ※都道府県・市区町村コード順 2019年選定(全31都市) ※都道府県・市区町村コード順 2020年選定(全33都市) ※都道府県・市区町村コード順

都道府県 選定都市名 都道府県 選定都市名 都道府県 選定都市名 都道府県 選定都市名 都道府県 選定都市名 都道府県 選定都市名

北海道

★北海道
静岡県

静岡市 岩手県 陸前高田市 滋賀県 ★滋賀県 岩手県 岩手町 滋賀県 湖南市

札幌市 浜松市 福島県 郡山市 京都府 舞鶴市
宮城県

仙台市 京都府 亀岡市

ニセコ町 愛知県 豊田市 栃木県 宇都宮市

奈良県

生駒市 石巻市

大阪府

★大阪府・大阪市

下川町 三重県 志摩市 群馬県 みなかみ町 三郷町 山形県 鶴岡市 豊中市

宮城県 東松島市 大阪府 堺市 埼玉県 さいたま市 広陵町 埼玉県 春日部市 富田林市

秋田県 仙北市 奈良県 十津川村 東京都 日野市 和歌山県 和歌山市 東京都 豊島区 兵庫県 明石市

山形県 飯豊町
岡山県

岡山市
神奈川県

川崎市
鳥取県

智頭町 神奈川県 相模原市 岡山県 倉敷市

茨城県 つくば市 真庭市 小田原市 日南町

石川県

金沢市 広島県 東広島市

神奈川県

★神奈川県 広島県 ★広島県 新潟県 見附市 岡山県 西粟倉村 加賀市 香川県 三豊市

横浜市 山口県 宇部市
富山県

★富山県
福岡県

大牟田市 能美市 愛媛県 松山市

鎌倉市 徳島県 上勝町 南砺市 福津市 長野県 大町市 高知県 土佐町

富山県 富山市 福岡県 北九州市 石川県 小松市 熊本県 熊本市 岐阜県 ★岐阜県 福岡県 宗像市

石川県
珠洲市 長崎県 壱岐市 福井県 鯖江市

鹿児島県
大崎町

静岡県
富士市 長崎県 対馬市

白山市 熊本県 小国町

愛知県

★愛知県 徳之島町 掛川市 熊本県 水俣市

長野県 ★長野県 名古屋市 沖縄県 恩納村 愛知県 岡崎市 鹿児島県 鹿児島市

豊橋市
三重県

★三重県 沖縄県 石垣市

いなべ市※黄色網掛けは「自治体ＳＤＧｓモデル事業」選定自治体
※★はＳＤＧｓ未来都市のうち都道府県
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官民連携による具体
的プロジェクトの創出

パートナー
シップ促進

イノベーション
加速自治体

民間団体等 SDGsの達成と持続
可能なまちづくりによる
地方創生の実現

1.マッチング支援
研究会での情報交換、課題解決コミュニティの形成

2. 分科会開催
会員提案による分科会設置
課題解決に向けたプロジェクトの創出等

3. 普及促進活動
国際フォーラムの開催、展示会への出展
メールマガジン発信、プラットフォーム後援名義発出等

４. 地域レベルの官民連携促進
「SDGs地域レベルの官民連携見える化」調査の実施
地域レベルで実施されているSDGs達成に向けた官民連携の取組を支援

活動内容

地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム会員数は1,962団体
【会員内訳】
１号会員（地方公共団体）・・・631団体
２号会員（関係省庁） ・・・13団体
３号会員（民間企業等） ・・・1,318団体

プラットフォーム会員数（令和2年6月30日時点）

会 長：北橋 健治 北九州市長

副会長：中山 譲治 一般社団法人日本経済団体連合会 企業行動・ＳＤＧｓ委員長

幹 事：村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 理事長

幹 事：蟹江 憲史 慶應義塾大学SFC研究所xSDG・ラボ 慶應義塾大学大学院政策 メディア研究科教授

幹 事：関 幸子 株式会社ローカルファースト研究所 代表取締役

幹 事：薗田 綾子 株式会社クレアン 代表取締役

プラットフォーム役員

11

地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォームについて
内閣府では、我が国におけるSDGs の国内実施の促進及びそれに資する
「環境未来都市」構想を推進し、より一層の地方創生につなげることを目的
に、地方自治体・地域経済に新たな付加価値を生み出す企業・専門性を
もったNGO・NPO・大学・研究機関など、広範なステークホルダー間とのパー
トナーシップを深める官民連携の場として、平成30年８月31日に

地方創生SDGs官民連携プラットフォームを設置した。

マッチングシートを通じた個別マッチング支援

SDGs地域レベルの官民連携見える化調査

①組織又は取組の名称に、「SDGs」を掲げている官民連携による取組
②一号会員（地方自治体）が主導又は積極的に関与する取組
③継続的にSDGsの達成に取り組んでいる活動

●調査対象
以下の①から③すべてに該当する取組事例を調査する。

※区分（Ⅰ.会議体、Ⅱ.登録・認証制度、Ⅲ.拠点の設置、Ⅳ.協定締結、Ⅴ.その他）

●調査結果
計23自治体

36事例 の提出

今後も引き続き調査を実施予定

・「自治体リクエストシート」及び「民間提案シート」をもとにマッチングを実施

・自治体等会員が達成したいゴール、解決したい課題を「自治体リクエストシート」として提
示し、それに対して企業等会員が「民間提案シート」を提出する。

●実施方法

神奈川県平塚市、長野県東御市、
岐阜県揖斐川町、京都府京都市、
大阪府茨木市、大阪府富田林市、
大阪府阪南市（2件）、奈良県
三郷町、岡山県真庭市、高知県
土佐町、愛媛県松山市（2件）
鹿児島県大崎町

●自治体リクエストシート提出自治体
（12都市、14件） 自治体リクエストシート（一部）

は内閣府HPにて公表

Ⅰ.会議体・・・9事例
Ⅱ.登録・認証制度・・・6事例
Ⅲ.拠点の設置…4事例
Ⅳ.協定締結・・・14事例
Ⅴ.その他・・・7事例
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 内閣府では、地方創生に向けた地域のSDGｓ推進に資するビジネスに一層の民間資金が充当され、地域
における自律的好循環が形成されるよう、平成30年度に「地方創生SDGｓ・ESG金融調査・研究会
（座長：村上周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構理事長）」を設置し、「地方創生に向け
たSDGｓ金融の推進のための基本的な考え方」をとりまとめた。

出所:「地方創生に向けたSDGｓ金融の推進のための基本的な考え方」、内閣府、2019年3月
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/SDGｓ_kinyu.html

地方創生に向けたSDGｓ金融 12



地方創生ＳＤＧｓ取組達成度評価に基づく地方創生ＳＤＧｓ金融フレームワーク【概要】 13

検討領域①: 登録・認証制度

第三者機関等による専門的、
客観的に評価する仕組み

国

検討領域②:金融表彰制度等

地方公共団体

地域事業者

ガイドライン・確認

応募

国

地方公共団体

地域金融機関
(地域銀行・信用金庫・信用組合・
農漁協・大手銀行等の支店含)

応募

ノミネート
審査・
表彰

認証β

連携連携

評価①
投融資・アライアンス

• 地域事業者が地方公共団体に応募し、登録・認証αを付与
• 国はガイドライン等を提供
• 国が登録・認証を行う場合は、検討領域③で検討する
• その際、第三者機関等による専門的、客観的に評価する仕
組みが考えられる

• 地域金融機関が、地方公共団体に応募し、確認の上、国へノ
ミネート

• 国は審査の上、表彰
• その際、第三者機関等による専門的、客観的に評価する仕組
みが考えられる

• 評価①：地域事業者を第三者機関等による専門的、客観的に評価の上、認証βを付与
• 評価②：地域金融機関を第三者機関等が専門的、客観的に評価の上、表彰へ活用

評価②

機関投資家、大手銀行、証券等

検討領域③: 地方創生SDGs取組
達成度評価手法検討

登録・
認証α



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 1０月 11月 12月

アンケート実施期間

公表イメージ、アン
ケート項目等検討

公

表

Ｗ
Ｇ
①

ア
ン
ケ
ー
ト
案
・

公
表
項
目

検
討

Ｗ
Ｇ
②
書
面

ア
ン
ケ
ー
ト
案
・

公
表
項
目

確
定

第
27
回
検
討
会

Ｗ
Ｇ
設
置

検
討
会

ア
ン
ケ
ー
ト
案

報
告

検
討
会

ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
結
果
報
告

Ｗ
Ｇ
③
書
面

報
告
書
確
定分

析
結
果

確
認
・
報

告
書
検
討

集計・分析等

令和２年度ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査の概要

○調査方法の検討 ○設問の検討 ○公表項目の検討 ○集計及び分析

WGの実施事項

検
討
会

進
捗
評
価

ヒ
ア
リ
ン
グ

W
G

検
討
会

○第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略において、主な業績評価指標に位置付けられている「SDGｓの達成に向けた取組を行っている都
道府県及び市区町村の割合60％」の達成に向け、全ての自治体の取組状況を把握するため。

○自治体がSDGｓに取り組むうえで抱える課題等を把握し、今後の取組推進・普及展開に活かすため。
○SDGｓ未来都市等、地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム、地方創生ＳＤＧｓ金融などへの関心度に関する情報収集のため。
○調査結果の一部を公表することで、SDGｓに取り組む自治体間の連携や官民連携を促進し、自治体のSDGｓ達成に向けた取組を加速させ

るため。

○令和元年８月５日に開催された「第18回 自治体SDGｓ推進評価・調査検討委員会」にてアンケートWGの設置が決定、全３回のアン
ケートWGが開催された。

○その結果を受け、令和元年10月1日～11月29日までの期間に、内閣府のサイトにアンケート回答フォームを設け、都道府県及び市区町村
を対象にSDGｓに関する全国アンケート調査を実施した。

○令和元年12月に閣議決定された第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、「地方公共団体によるSDGｓ達成に向けた取組割
合の把握を行う」ことが明記された。

昨年度の経過

アンケートの実施目的

スケジュール（予定）
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地方創生ＳＤＧｓオンラインセミナー 概要

時間 プログラム構成

16:00 開会

16:05 取組事例の紹介①（説明15分、質疑5分）

16:25 取組事例の紹介②（説明15分、質疑5分）

16:45 ＳＤＧｓ班 班員紹介

16:50 地方創生ＳＤＧｓの取組について

17:00 閉会

実施概要 ＳＤＧｓ未来都市による地方創生ＳＤＧｓに関する取組事例の紹介等を行うセミナー

背景・目的 内閣府地方創生推進事務局では、令和元年１２月に閣議決定された第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に

明記されたとおり、地方創生ＳＤＧｓの取組を全国自治体の６０％への普及、及びＳＤＧｓ未来都市の増加（２０２４

年度で２１０都市）を目指し、地方創生ＳＤＧｓの取組推進を実施しています。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、都市間の移動制限や、３密の回避、デジタル化への対応が加速

し、感染拡大防止のため新しい生活様式・働き方への移行が進んでおります。

そのような背景をもとに、従来は集合形式で実施していたセミナーをオンライン上で実施することにより、地方創

生ＳＤＧｓ取組の裾野を広げ、全国の自治体への普及展開を図ることを目的としています。

開催回数／日時 ６月～１２月までの７回開催 ／ １６：００～１７：００※通信回線への負担が比較的少ない時間帯で開催

場所 Skype for Business 等によるオンライン上で実施

対象／参加者数 全国の自治体 ／ ５０自治体程度（先着制）※参加できない自治体には、セミナーの様子を録画した映像等を提供

セミナーテーマ
（予定も含む）

地方創生ＳＤＧｓ推進のための体制づくり・意識醸成 ／ ＳＤＧｓ×新型コロナ対応 ／ 地域内連携自治体間連

携 ／ 官民連携の仕組みづくり ／官民連携（協定締結） ／ 国際連携・ローカル指標

オンラインセミナーのイメージ
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自治体向け地方創生ＳＤＧｓオンライン相談分科会
分科会提案者：内閣府地方創生推進事務局

分科会の
目的

現在、地方創生ＳＤＧｓの取組を全国自治体の６割への普及、及びＳＤＧｓ未来都市の増加
（2024年度で210都市）を目指し、地方創生ＳＤＧｓの取組推進を実施しているところ。
今後さらに裾野を広げ普及展開を図るため、自治体からの相談等をオンラインで実施可能とする仕組みを
検討・構築し実施する分科会を設置することで、全国へのより一層の普及促進へ繋げる。

解決したい
課題

・地方創生ＳＤＧｓ関連の相談機会の仕組みが少なく、各地域には無い。また、自治体が内閣府に対し
どの段階で相談できるかわからない。
・地方創生ＳＤＧｓの推進をしている自治体同士のコミュニケーション機会が少ない。

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動１：オンライン相談の仕組み検討

活動２：段階的相談の仕組み検討・構築
①地方創生ＳＤＧｓ入門
②地方創生ＳＤＧｓ実践相談（随時開催）
③ＳＤＧｓ未来都市応募相談（1都市3回/年程度開催）
④ＳＤＧｓ未来都市実践相談（4回程度開催）
※1号会員（自治体）が対象。
分科会活動としては②、③を主とし、①は内閣府の自主的な活動。

活動３：オンライン相談の展開策等検討
成果

関連する
ゴール

新規2020年度

・地方創生SDGｓ推進の取組増加による地域課題解決の促進
・より具体的かつ実践的な各種提案及び計画立案の促進
・ＳＤＧｓ未来都市等に係る提案数増加及び普及展開
・地方創生ＳＤＧｓ推進に係る人材育成、官民連携の促進

内閣府
（運営事務局）

自治体

■対面での相談
■電話、メール

これまで
地方創生SDGｓの
取組普及促進

自治体

自治体

自治体

自治体

自治体

自治体

■オンライン相談
■オンライン会議

オンライン
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